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公共施設再編の必要性と現在の取り組みについて 

 

公共施設再編の取り組みについては、これまで地域との協働により進めてきており、この取り

組みの更なる推進に向け、引き続き地域との協働により進めていく上で、本取り組みの必要性や

これまでの取り組み状況及び今後の取り組みについてご理解いただくとともに今後の取り組みに

対するご協力をお願いするもの。 

 

〇 背景 

 ・少子・超高齢化と人口減少による影響 

 

 

〇 公共施設の現状と課題・・・資料報２-３ ｐ４～５参照 

  ・市の施設の１/３が大規模改修の時期を迎えている 

  ・現在の施設をそのまま維持するには・・・ 

  ・公共施設の維持管理費用は年間 967 億円 

  ・少子・超高齢化により税収増は見込めず社会保障費の増加は避けられない 

 

 

〇 これまでの取り組み 

  ・地域別実行計画の策定による施設再編の実施（財産経営推進計画） 

   【55 地域中 5 地域の計画を策定】・・・・資料報 2-3 ｐ8～9 参照 

 ＜見えてきた課題＞ 

 ・利用者が広域におよぶ施設は、地域での検討が困難 

  ・計画策定の加速化が必要 

  ・ワークショップの中で、考え方を問われる場面 

 

 

〇 課題解決に向けた取り組み・・・資料報 2-3 ｐ11～15 

  ・施設種類ごとの配置方針と一定の施設評価に基づく再編案を議論のたたき台にし、 

地域別実行計画策定を加速化 

  ・地域別実行計画策定の加速化に向けた体制整備 

 

 

〇 今後の予定 

 12 月：再編案の説明及びパブリックコメントの実施 

  4 月以降：各地域での計画策定に着手 
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１ 背景 

世界に類を見ない少子・超高齢化を背景に、全国的に人口減少が加速しており、本市におい

ても、2005 年（813,847 人）をピークに人口は減少に転じ、現在の自然動態と社会動態の動向

で推移すると 2045 年には、70 万人を下回る見込みとなっています。 
また、その人口構成を見ると生産年齢人口と年少人口が減少する一方で、高齢者人口は増加

していきます。 
こうした、人口減少と人口構成の変化は、社会 

保障をはじめとした様々な分野に影響し、サービ 
ス給付と負担のあり方が全国的な課題となってい 
ます。 

公共施設についても同様で、人口減少により施 
設の利用人数が減少することが予想され、人口規 
模に見合った公共施設のあり方を今後のまちづく 
りの方向性と合わせて考える必要があります。 

２ 公共施設の現状と課題 

施設の老朽化と改修・建替え費用の増加 

高度経済成長を背景とした人口増加に合

わせ、住民福祉の向上を図るため、本市の公

共施設の約 1/3 が 1975 年～1984 年の 10 年

間に集中的に整備されました。 

これらの施設が建設から約40年を経過し、

大規模な改修が必要な時期を迎えています。 

 また、今ある全ての公共施設をそのまま維

持する場合、改修や建替えに係る費用は、今

後50年間で約9,000億円かかる見込みです。 

 単純平均で１年あたり 180 億円となり、こ

れまで１年間にかけてきた改修や建替費用

と比較すると、さらに毎年 59 億円という大

きな財政負担がのしかかってきます。 

   公共施設の建築時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

   補修・修繕・建替えにかかる将来費用予測 

人口減少による負担の増加と厳しい財政状況 

また、維持管理費用も年間 967 億円※1かかっており、市民 1 人当たり約 12 万 3 千円負担し

ていることになりますが、人口減少により更に負担額は増加していくことが予想されます。  

人口減少、少子・超高齢化の進展などにより、税収等の増加が見込めない一方で、社会保障

などの費用増加は避けられず、公共施設の適正な管理に支障が生じることが懸念されていま

す。※1 新潟市財産白書対象の企業会計、消防施設等を除いた 909 施設の R1 決算額の集計値 

３ 施設再編の必要性 

以上のことから、全ての施設を現状のまま維持することは困難であると考えられ、施設の集

約化などの再編に取り組むことにより、サービス機能の維持を図りながら、安心・安全に利

用できる公共施設を次世代に引き継いでいく必要があります。 
 

４ これまでの主な取り組み 

  新潟市財産経営推進計画の策定（2015 年度） 

施設のあり方も含めた、効率的な管理・利活用の方法など経営的な視点に基づいた取り組み

を進めるための基本的な指針となる計画を 2015 年度に策定しました。 
【新潟市財産経営推進計画の基本方針（公共施設）】 

  １．総量削減（人口動態や施設の利用状況などを踏まえ、需要に見合った規模での施設更新 など） 
  ２．サービス機能の維持（多機能化等により同一スペースを様々な用途で使用することなどにより

サービス機能をできるだけ維持するよう努めます。） 

    【具体的な方策】地域別実行計画（個別計画）の策定 
中学校区を単位とした地域別実行計画を策定し、地域密着施設（コミュニティセンター、

公民館、学校など）の再編を推進します。地域の意向や施設の特性などを考慮した計画と

するため、地域と丁寧な議論（ワークショップ等）を重ねながら策定します。 
これまでに策定済みの地域は、潟東、曽野木、葛塚、坂井輪、木崎の 5 地域になります。 

 
    ＜取り組みの中で見えてきた課題＞ 

・利用者が広域にわたる施設の検討は、中学校区を単位とした地域では難しい。 
・1 地域の計画策定に要する期間（およそ 1年）が長く、全地域の計画策定までの期

間が長期に及ぶため、施設のあり方の検討が必要な時期に施設の方向性が決まって

いない計画未策定地域があることが予想される。⇒ 計画策定の加速化が必要 
・地域と議論を重ねる中で、市の意見（方針）を問われる。 

 
５ 課題解決に向けた新たな取り組み 

  〇施設種類ごと（17 種類）の配置方針（2019 年度策定）に基づく公共施設の再編案を作成 
圏域Ⅰ・Ⅱ施設 
（利用者が広域にわたる施設） 

施設種類ごとに集約・複合化など、再編案を作成 
（１案） 

圏域Ⅲ施設 
（地域密着施設） 

施設種類ごとに集約・複合化など、地域ごとに原則複

数の再編案（たたき台）を作成 
圏域Ⅲ施設は、これまで同様、地域と丁寧な議論を重ねながら地域別実行計画を策定し、

施設再編を進めます。その議論の際のたたき台となる再編案を提示します。 

〇複数地域の計画を同時並行で策定できる体制の構築※２ 

〇施設の再編案を含む新潟市財産経営推進計画の改定（R3 年度末予定） 

※2 老朽度の高い施設が多く立地するなど、再編の緊急性が高い地域から策定を進めます。 
 

６ 今後の予定 

  11 月：新・新潟市財産経営推進計画の素案確定（地域ごとの再編案を提示） 

12 月：再編案及び計画改定内容を自治協議会へ説明／パブリックコメントの実施 

  3 月：計画成案の公表 

4 月以降：各地域の地域別実行計画策定に本格着手※３ 
  ※3 実際の施設の再編は、各施設の大規模改修等、新たな投資が必要となるタイミングで実施する予

定です。計画策定後、一斉に施設の再編を行うわけではありません。 

公共施設再編の必要性と現在の取り組み 

新潟市の将来推計人口 
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財産経営推進の取り組み

新潟市 財務部 財産活用課 財産経営推進室

令和3年7月

目次

１ 公共施設の現状

２ 財産経営の基本的な考え方

３ これまでの取り組み

４ 財産経営推進計画の改定と

公共施設再編の実施
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１ 公共施設の現状

公共施設の総量

公共施設（行政財産）の合計延床面積は

約270万㎡「新潟市財産白書（平成30年度版）より」

他施設との比較

１ 公共施設の現状

・東京ドーム（約47,000㎡）が約57個分

・市役所本館（約23,000㎡）が約117棟分

・住宅（約110㎡）が約24,500戸分
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市民1人あたりの公共施設保有面積は政令市の中で最大（公営住宅を除く）

政令市平均

2.21㎡/人 ＜ 2.89㎡/人

「新潟市財産白書（平成30年度版）」20ページ「図3-12 人口1人あたりの建物保有状況（公営住宅以外の行政財産）」より

１ 公共施設の現状

新潟市

学校教育系施設

42.6%

公営住宅

14.7%庁舎系施設

6.0%

スポーツ施設

5.9%

コミュニティ施設

4.7%

その他行政系施設

4.4%

子育て支援施設

3.6%

文化施設

3.2%

産業系施設

2.3%

社会教育施設

1.8%

消防施設

1.7%

高齢福祉施設

1.5%
レクリエーション施設

1.3%
公共用産業系施設

1.1%

その他

5.2%

市有の建物（行政財産）の内訳

 延床面積：約270万㎡

（施設数：1,824施設）

「新潟市財産白書（平成30年度版）」15ページ「図3-7 行政財産建物の用途別保有状況」より

・学校＋公営住宅で、約57%を占める

・地域に身近で誰でも使える施設
（コミセン、図書館、体育館など）は、
約12%

・地域に身近で特定の方が利用する
施設（保育園、老人憩の家など）は、
約5%

57.3%

１ 公共施設の現状
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万㎡

昭和５０年代に整備した施設の更新時期が迫る

約99万㎡

旧耐震基準（昭和56年5月31日以前）

約171万㎡

新耐震基準（昭和56年6月1日以降）

「新潟市財産白書（平成26年3月）」58ページ「図3-17 築年別にみた公共施設の整備状況」より

昭和５０年代に集中整備

約82万㎡

１ 公共施設の現状

年度

公共施設の将来費用予測

シナリオ
今後５０年間の

必要額
年平均の
必要額①

H17～24年
平均額②

年平均
不足額
①―②

標準

建替周期６０年
１兆２，２３３億円

２４５億円
（約3万1千円/人）*

１２１億円

▲１２４億円

長寿命化

建替周期８０年
８，９８８億円

１８０億円
（約2万2千円/人）*

▲５９億円

• 標準シナリオの不足額１２４億円は、市の消防費全体を賄える金額
（令和元年度消防費決算額：約１１５億円）

• 長寿命化しても、更新費用の大幅な不足が見込まれる

今ある施設を全てそのまま維持していくことは困難

「新潟市財産白書（平成26年3月）」 60、61ページ「図3-18、3-19 将来費用算出結果」より

１ 公共施設の現状

補修・修繕・建替えにかかる将来費用予測（公共施設を既存のまま維持管理する場合）

＊R2.3月末住民基本台帳人口：786,006人を基に算出
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公共施設の管理・運営費用

１ 公共施設の現状

新潟市の公共施設（909施設※２）
の管理・運営に係る市の支出額

年間で約967億円

市民一人当たり負担額

約12万3千円

市民一人当たりに換算すると
（R2.3月末住民基本台帳人口：786,006人）

※２：企業会計、消防施設、清掃施設等を除いた
909施設の集計値

さらに、将来費予測（長寿命化シナリオ）
の年平均必要額（180億円）を加えると

市民一人当たり負担額

約14万6千円「新潟市財産白書（令和2年度版）より」※１：直接支出には、市の人件費を含む

ホール施設 15 81,208 650,467 1,287,688 1,938,155 277,874 1,660,281

コミュニティ系施設 118 121,887 1,150,025 522,503 1,672,528 82,601 1,589,927

美術館 2 10,200 328,217 0 328,217 39,071 289,146

博物館・資料館 17 20,492 183,335 317,843 501,178 30,874 470,304

文化財的施設 7 5,526 25,607 94,512 120,119 14,966 105,153

図書館 38 27,690 1,357,763 526 1,358,289 16,393 1,341,896

スポーツ施設 41 152,853 170,130 2,109,837 2,279,967 495,892 1,784,075

ひまわりクラブ 124 21,285 14,333 1,658,463 1,672,796 445,563 1,227,233

子育て支援施設 30 16,092 250,528 337,695 588,223 7,666 580,557

高齢者福祉施設 47 20,663 43,792 354,138 397,930 16,609 381,321

保健福祉施設 28 42,856 1,108,563 204,075 1,312,638 42,791 1,269,847

幼稚園 10 9,586 490,505 0 490,505 10,066 480,439

保育園 85 68,010 9,943,025 0 9,943,025 1,335,525 8,607,500

学校教育施設 167 1,132,891 42,445,565 0 42,445,565 155,938 42,289,627

公設デイサービスセンター 19 10,170 3,248 0 3,248 5,950 ▲ 2,702

公営住宅 63 397,752 194,172 395,138 589,310 1,463,668 ▲ 874,358

斎場 5 9,538 147,433 247,245 394,678 7,772 386,906

レクリエーション施設 15 40,049 92,190 1,174,534 1,266,724 484,695 782,029

保養施設 3 6,234 6,425 162,226 168,651 16,359 152,292

老人ホーム 2 8,202 0 176,463 176,463 17,959 158,504

その他公共用施設 7 20,991 88,923 135,604 224,527 69,938 154,589

教育系施設 20 22,554 1,392,840 0 1,392,840 46 1,392,794

庁舎系施設 35 146,492 24,521,975 0 24,521,975 139,010 24,382,965

その他行政系施設 11 24,353 2,652,733 301,143 2,953,876 115,716 2,838,160

合計 909 2,417,577 87,261,794 9,479,633 96,741,427 5,292,942 91,448,485

市の支出
コスト状況（千円）

市の収入
B

純経費
（千円）
A-B

 施設種別（中分類） 施設数  床面積（㎡）
直接支出

※1
指定管理料

合　計
A

人口減少、少子・超高齢化の進行

約14万1千人の減（▲29％）

年少人口

30年間で約15％
約12万1千人の減

約2万8千人の減（▲28％）

約4万7千人の増（+22％）

生産年齢人口

資料「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所（2018年3月）を基に作成

高齢者人口

98,464 88,654 78,489 70,791

493,100 
453,594 

412,742 
352,249 

218,593 
246,739 

255,488 

265,838 

 -

 100,000

 200,000

 300,000

 400,000

 500,000

 600,000

 700,000

 800,000

 900,000

2015年 2025年 2035年 2045年

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳）

高齢者人口（65歳以上）

810,157 788,987
746,719

688,878

（人）

１ 公共施設の現状
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２ 財産経営の基本的な考え方

H24年12月：笹子トンネル天井板落下事故

↓

H25年11月：「インフラ長寿命化基本計画」を策定（国土交通省）

↓

H26年 4月：上記計画の行動計画として、地方公共団体に

「公共施設等総合管理計画」の策定を要請（総務省）

↓

H27年 7月：「新潟市財産経営推進計画」を策定

財産経営推進計画 基本方針編

公共施設マネジメント編 インフラ資産マネジメント編

「新潟市財産経営推進計画」を策定

個別計画
・地域別実行計画
・公共建築物長寿命化指針 など

個別計画
・道路施設維持管理計画
・橋梁長寿命化修繕計画 など

２ 財産経営の基本的な考え方
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公共施設マネジメント編の基本方針

①施設の最適化

財産経営の４つの柱
既存施設の転用や多機能化・複合化、民間サービスによる
代替など、施設の有効活用の最大化を図る

定期的な点検・診断と保全などにより施設の長寿命化を
図る

②施設の長寿命化

施設の修繕・更新時期に合わせて施設規模の見直しや
管理・運営の効率化などによりコスト削減

③歳出の削減

施設跡地など不要となった財産は、売却・貸付などにより
歳入確保

④歳入の確保

公共施設の基本方針
総量削減 サービス機能の維持

２ 財産経営の基本的な考え方

３ これまでの取り組み
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地域別実行計画（施設の最適化の取り組み）

地域別実行計画とは

・ 地域全体の公共施設の将来のあり方を検討し、施設総量を

減らしつつ、施設の効率的な利用などにより、地域に必要な

サービス機能をできるだけ維持するための計画

・ 計画策定にあたっては、地域と市との協働により進める

中学校区を基本単位として、市内55※の地域ごとに公共施設の

最適化を検討し、実行計画を策定する
※市内56の中学校区のうち、巻東中学校区と巻西中学校区は1地域として検討

３ これまでの取り組み

策定済みの地域別実行計画の概要①

地域 潟東地域 （H28.10） 曽野木地域 （H29.12）

検討
契機

３小学校の統廃合
市営住宅跡地の有効活用と
老朽化する保育園のあり方

概要

 地域が大事にする「祭」の開催に配慮した
施設配置を実現

 体育館にコミュニティ施設を増築し、周辺
のコミュニティ系施設を集約

 市営住宅跡地にコミュニティ系施設と
統合保育園（２つの市立保育園）を整備

 統合保育園の民営化を含めて、
施設整備の民間活力の導入を検討

効果※
 延床面積：約2,600㎡削減（▲20.6%）
 コスト（50年間）：約22億円削減

 延床面積：約1,500㎡削減（▲6.0％）
 コスト（50年間）：約10億円削減

３ これまでの取り組み

※効果は、実行計画ベースで算出した見込み数値
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策定済みの地域別実行計画の概要②

地域 葛塚地域 （H30.02） 坂井輪地域 （R01.06）

検討
契機

北区役所の庁舎移転

小学校の統廃合

大規模小学校の分離校の整備により生じる

余裕教室の活用

概要

 公共施設の集積したエリアに新庁舎を整
備し、各施設の機能連携による相乗効果
を期待

 旧小学校を文書館に転用

 余裕教室へのひまわりクラブ集約化によ
る機能・安全面の強化

 保育園民営化による地域ニーズに合わ
せた保育サービスの展開

効果※
 延床面積：約2,700㎡削減（▲4.1%）
 コスト（50年間）：約12億円削減

 延床面積：約1,100㎡削減（▲2.5％）
 コスト（50年間）：約35億円削減

３ これまでの取り組み

※効果は、実行計画ベースで算出した見込み数値

策定済みの地域別実行計画の概要③

地域 木崎地域 （R03.04）

検討
契機

小学校の統廃合

概要

 未使用施設（旧笹山小学校）の有効活用による地
域の活性化

 老朽化施設解体による地域の安全性確保

実行計画
ベース

効果

 延床面積：約232㎡削減（▲1.7％）
 コスト（50年間）：算出中

３ これまでの取り組み

※効果は、実行計画ベースで算出した見込み数値
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３ これまでの取り組み

地域別実行計画策定で浮き彫りになった課題

①計画策定に時間を要する
地域でのワークショップ開催などにより、

丁寧な合意形成が図られる反面、1つの計画策定に約1年かかる。

②策定済みの地域と未策定地域で不公平感がでる
H27年度から取り組み始め、55地域中5地域しか策定できていない。

③地域単位では検討するのが困難な施設が存在する
マリンピアやりゅーとぴあといった利用圏域が広い施設は、
地域では検討できない。（地域で検討する施設としては合わない）

④地域でのワークショップ等で、市の考える施設の方向性を
問われる場面が頻発
市の考えを示さないと有意義なコミュニケーションが成り立たない。

４ 財産経営推進計画の改定と
公共施設再編の実施
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中長期の方針のもと、
地域ごとの丁寧な議論
を経て最適化を推進

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

財産経営の取り組みをより強力に推進するための５つのステップ

～H30年度 R01年度 R02年度 R03年度 R04年度以降～

地域別実行計画
（H28～随時策定）

H27年度
財産経営推進計画

公共施設
マネジメント編

インフラ資産
マネジメント編

○概ね中学校区ごとに策定す
る地域密着施設の再編計画
○潟東、曽野木、葛塚、坂井
輪、木崎の5地域で策定済
（R3.4月現在）

【STEP1】
施設種類ごとの配置方針

類似施設、利用圏域
による施設配置の方針

現行

実行計画着手前に市が再編案を策定し議論
のたたき台として公表
地域での議論を深めつつ地域別実行計画の
策定を加速するためのたたき台

現行計画に施設種類ごと
の配置方針を加え、より具
体化
・総量削減数値目標設定
・具体の取組の推進
スリム化とサービス機能維
持両方の実現を目指す

【STEP2】
圏域Ⅰ・Ⅱ施設の再編案検討

全市・全区を利用圏域とする
施設の再編を検討

基本方針編

圏域Ⅲ施設の再編案をた
たき台とし、地域ごとの丁
寧な議論をスピード感を
持って行いながら、残る50
地域の実行計画策定を通
じ地域密着施設の再編を
進める

同種類の施設群全体で
再編案の検討を進めて
おき、長寿命化や資産
価値の高い建物設備の
入替のタイミングで、
具体化を図る

新たな取組（５つのステップで再編を推進）

【STEP3】
圏域Ⅲ施設の再編案検討

【STEP4】
財産経営推進計画改定

【STEP5-1】
圏域Ⅰ・Ⅱ施設の再編

【STEP5-2】
圏域Ⅲ施設
地域別実行計画の策定

公共施設再編本格着手

有識者会議の開催
財産経営推進計画改定に関する意見聴取

STEP１ 施設種類ごとの配置方針①（R2.3策定）

●配置方針の構成

【 共通の方針 】

サービス利用圏域の中で
施設種類ごとに最適化を図る

【 施設種類ごとの方針 】

サービス機能により分類した
施設種類ごとに方向性を定める

17の施設種類ごとにサービ
ス機能とハード面で必要な機
能を定め、その確保に配慮し
ながら、Ⅰ～Ⅲの利用圏域※

ごとに同じ種類の施設同士
の集約化や他の種類の施設
との複合化を推進。

※について
圏域Ⅰ…利用圏域が全市にわたる施設
圏域Ⅱ…利用圏域が1～3区にわたる施設
圏域Ⅲ…上記以外の地域密着施設

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施
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●共通の方針（圏域による最適化）

【サービス利用圏域の中で施設種類ごとに最適化を図る】
施設種類ごとに圏域内での集約化を進めるとともに、他種類の施設との複合化を推進

圏域 方針 着手のタイミング

Ⅰ
（全市域）

施設種類ごとに原則1施設を前提とし、検討を
進める ・再編は長寿命化の時期など

のタイミングで着手Ⅱ
（1～3区）

施設種類ごとに圏域内での集約化、複合化の
検討を進める

Ⅲ
（地 域）

以下の視点に基づき、地域別実行計画の策定
を通じ地域と検討を進める

・誰もが利用できる地域密着施設は将来的に
原則1か所を目指しつつ、圏域の広さや施設利
用率、人口等を勘案し集約化、複合化を図る

・特定目的の施設は誰もが利用できる地域密着
施設との集約化、複合化を目指す

・長寿命化の時期など近づいて
いる施設がある地域から優先
的に地域別再編案をたたき
台とし、実行計画策定に着手

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

STEP１ 施設種類ごとの配置方針②（R2.3策定）

● 施設種類ごとの配置方針（サービス機能に着目した最適化）

【サービス機能により分類した施設種類ごとに方向性を定める】
１７の施設種類ごとに [①継続・運用上の工夫 ②多機能化・複合化 ③集約化 ④用途転用]を検討

①ホール施設
（りゅーとぴあ、新潟テルサ など）

⑦スポーツ施設
（新潟市陸上競技場、新潟市庭球場 など）

⑬保育園

②コミュニティ施設
（公民館、コミセン、農改センター など）

⑧ひまわりクラブ ⑭小・中学校

③美術館
（新潟市美術館、新津美術館）

⑨子育て施設
（児童館、子育て支援センター）

⑮公設デイサービスセンター

④博物館・資料館
（歴史博物館、會津八一記念館 など）

⑩高齢者福祉施設
（老人憩の家、老人福祉センター など）

⑯公営住宅

⑤文化財的施設
（旧齋藤家別邸、旧小澤家住宅 など）

⑪保健福祉施設
（総合福祉会館、保健福祉センター、

健康センター など）
⑰斎場

⑥図書館・図書室 ⑫幼稚園

【１７の施設種類】

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

STEP１ 施設種類ごとの配置方針③（R2.3策定）

- 12 -



主な意見聴取テーマ

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

有識者会議の開催（R2年度～）

 人口減少、人口構成の変化に応じた施設構成の見直しや施設の縮減が必要
 民間施設も活用してもらうことで市の施設を減らすべき
 再編後の施設管理運営コストも見据え、受益者負担の見直しによる効果を含めて提示することが必要
 小・中学校などの圏域Ⅲの施設は、長期的な時間スパンで見た人口動態を加味すべき
 圏域Ⅲの施設は、利用実態に応じて、隣接中学校区と一体的な再編についても検討してはどうか など

令和2年度（4回開催）
 再編案作成の基本的な考え方について（施設評価手順、施設種類ごとの評価項目や評価基準）

 再編案作成手順に基づいて作成された再編案について など

令和3年度（3回開催予定）

 コスト評価、経営改善の仕組みの導入
 総量削減の目標数値
 財産経営推進計画改定素案の提示 など

専門的な視点による多角的な意見交換を行うため、公共施設マネジメントの専門家等から
構成される有識者会議を開催し、財産経営推進計画の改定につなげる。

これまでに出された有識者からの意見

●ホール施設の配置方針（抜粋）

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

STEP２ 圏域Ⅰ・Ⅱ施設の再編案検討

利用圏域ごとのマネジメントの方向性を基本として、圏域内での
集約を検討

●スポーツ施設の配置方針（抜粋）
圏域Ⅱ施設は、類似用途の施設が区内・隣接区に複数存在し、
かつ、低利用・老朽化などの課題がある場合、近隣施設の集
約化を基本とし、適正な配置バランスを検討
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４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

STEP３ 圏域Ⅲ施設の再編案検討①

再編案の検討に先立ち、「地域別検討資料※」（H27年度作成）の内容を、
STEP１の「施設種類ごとの配置方針」に基づき、R元年度に更新

※地域別検討資料とは
・中学校区を単位とした地域別の施設配置状況や施設課題を記した資料
・地域別実行計画策定時の、基礎資料として活用

１ 

8 西蒲区 
 8-3 潟東中学校区（潟東地域コミュニティ協議会） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

①地域概況、動向 

・地域内の多くは水田が広がる農村地帯である。 
・3 小学校区で構成されており、学校以外の公共施設は、潟東出張所から半径5 0 0ｍ圏内に集積している。 
・3 つの小学校の統合が決定し、潟東中学校敷地内に統合新設校の整備が予定されている。 
 
②将来推計人口 

・人口減少、少子・高齢化が進む。 
   H22    H5 2  増減 
・人口 6 ,008 人 → 約 4,100 人 約 1,900 人減少（3 1％減） 
・高齢者人口 1,513 人 → 約 1,700 人 約 200 人増加（1 2％増） 
・生産年齢人口 3 ,764 人 → 約 2,100 人 約 1,700 人減少（4 5％減） 
・年少人口 731 人 → 約 400 人 約 400 人減少（5 1％減） 
 
③利用状況、コスト状況及び施設の老朽状況 

【コミュニティ施設】 

・潟東農村環境改善センター、かたひがし生活体験館は、耐震性に課題がある。また、市の類似施設の平

均と比べ利用者1 人あたりのコストは低いが、利用が少ない。 
【文化施設】 

・潟東樋口記念美術館は、老朽化が進んでおり、耐震性にも課題がある。また、市の類似施設の平均と比

べ利用者 1 人あたりのコストが高く、利用も少ない。 
・潟東歴史民俗資料館は、建物に課題はなく、市の類似施設の平均と比べ利用者1 人あたりのコストは低

いが、利用が少ない。 
【社会教育施設】 

・潟東ゆう学館は、建物に課題はなく、市の類似施設の平均と比べ利用者1 人あたりのコストは低いが、

利用が少ない。 
【スポーツ施設】 

・潟東体育館は、建物に課題はなく、市の類似施設の平均と比べ利用者 1 人あたりのコストは低いが、利

用が少ない。 
【レクリエーション施設】 

・潟東物産館は、市の類似施設の平均と比べ利用者 1 人あたりのコストは低いが、利用が少ない。 
【学校教育系施設】 

・地域内の小中学校は、市の類似施設の平均と比べ児童・生徒1 人あたりのコストが高く、面積も大きい。 
・潟東西小学校、潟東中学校は老朽化が進んでいる。 
【高齢者福祉施設】 

・高齢者生きがいルーム寿楽は、老朽化が進んでいる。また、市の類似施設の平均と比べ利用者1 人あた

りのコストは低いが、利用が少ない。 
 

児童生徒・学級数推計（通常学級） 

 H26（実数値） H32（推計値） 増減 

校名 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 児童生徒数 学級数 

潟東南小学校 88  6  6 8 5  ▲  2 0 ▲ 1 

潟東東小学校 94  6  9 7 6  3 0 

潟東西小学校 72  6  7 1 6  ▲ 1 0 

潟東中学校 155  6  12 0 4  ▲  3 5 ▲ 2 

 

将来推計人口（H22.9月末日現在の住民基本台帳からの推計） 

      H 22 H 3 2 H 42 H 52 増減（増減率） 

地域全体 6,00 8 人  5,3 90 人 4,7 88 人 4, 134 人 ▲  1,87 4 人 ▲ 31. 2 ％  

高  齢 者（65 歳以上） 1,51 3 人 1,7 22 人 1,8 34 人 1, 690 人  177  人 11. 7 ％  

生産年齢（15～64 歳） 3 ,76 4 人 3,1 17 人 2,5 09 人 2, 087 人  ▲  1,677  人 ▲ 44. 6 ％  

年   少（14 歳以下） 73 1 人 5 50 人 4 44 人 356 人  ▲ 375  人 ▲ 51. 3 ％  

 

④将来に向けた検討課題 

【共通の課題】 

・公共施設の大規模改修や改築などの更新時期には、多機能化・複合化と共に機能を確保しつつ、適正規

模への検討が必要と考えられる。 

 

【コミュニティ施設】 

・潟東農村環境改善センター、かたひがし生活体験館は、利用向上に向けた施設の有効活用と共に、将来

の施設のあり方について検討が必要と考えられる。 
【文化施設】 

・潟東樋口記念美術館、潟東歴史民俗資料館、潟東物産館は、一体管理を行っているが、民間ノウハウの

導入など利用拡大に向けた検討が必要と考えられる。 
【社会教育施設】 

・潟東ゆう学館は、利用向上に向けた施設の有効活用と共に、将来の施設のあり方について検討が必要と

考えられる。 
【スポーツ施設】 

・潟東体育館は、利用向上に向けた施設の有効活用と共に、将来の施設のあり方について検討が必要と考

えられる。 
【高齢者福祉施設】 

・高齢者生きがいルーム寿楽は、地域包括ケアシステムにおける活用や世代間交流による高齢者以外の利

用など、今後のあり方の検討が必要と考えられる。 
【教育系施設】 

・潟東学校給食センターは、将来食数が減少した際には、他の給食センターとの統合について検討が必要

と考えられる。 

※精査の結果、今後数値や図表などの記載事項が変更されることがあります。  

参考資料 
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３ 

施設一覧 

 8-3 潟東中学校区（潟東地域コミュニティ協議会） 

 

最適化の対象となる施設（多機能化・複合化の検討が可能な施設） 

 
注1）一覧表掲載情報は、平成25 年度財産白書から引用した。（但し、学校の耐震化率は、「学校等施設の耐震化状況等」（平成26 年4 月現在）から引用した。） 
注2）施設分類欄の括弧内英字は、施設のコスト、利用を比較する現状分析の分類を表し、平成 25 年度版財産白書、第4 章「表4－11 用途分類別分析指標と現状分析の分類」から引用した。 
注3）施設分類欄「※」印の施設は平成2 5年度以降に新設又は新規調査した施設であり、現状分析の対象とはならないものの参考として施設情報を掲載した。 
注4）償却率は「減価償却累計額/再調達価額×1 00」により算出しており、財産上の残存価値（耐用年数からの経過）の基準とし建物老朽化の目安とした。 
注5）建替え想定時期は、鉄筋コンクリート及び鉄骨造を60 年、木造及び軽量鉄骨造を40 年と想定して算出した。 
 
 
最適化の対象とならない施設（多機能化・複合化の検討が難しい施設） 

 
 

 

地域内の市のその他の施設  該当なし 

地域内の国県施設 該当なし 

地域内の民間類似施設 かたひがし保育園、愛楽結いずい 

 

土砂 津波 洪水 偏差値 偏差値

コミュニティ施設 (B) 潟東農村環境改善センター Ⅲ．地域 S55  62 0 H52 1,112.80 潟東地域 ○ ○ 724.1 円/人/回 (877.8) 51.4 11.3 ％ (28.5) - 40. 7 2

コミュニティ施設 (B) かたひがし生活体験館 Ⅲ．地域 S50 ～ H15 98 3 H47 316.89 潟東地域 364.5 円/人/回 (877.8) 54.8 5.2 ％ (28.5) - 37. 4 2

文化施設 (C) 潟東樋口記念美術館 Ⅱ．区域 S47  78 0 H44 467.15 潟東地域 2,036.3 円/人/回 (1456.3) 51.3 8.7 人/日 (32) - 44. 2 2

文化施設 (C) 潟東歴史民俗資料館 Ⅲ．地域 H3  57 100 H63 604.14 潟東地域 1,438.7 円/人/回 (1456.3) 52.9 8.7 人/日 (32) - 44. 2 2

社会教育施設 (B) 潟東ゆう学館 Ⅲ．地域 2 H13  20 100 H73 1,893.88 潟東地域 689.2 円/人/回 (877.8) 51.7 10.7 ％ (28.5) - 40. 4 2

社会教育施設 ※ 潟東図書館 Ⅲ．地域 2 H13  H73 395.60 潟東地域 - - -

スポーツ施設 (E) 潟東体育館 Ⅲ．地域 S60  57 100 H57 3,005.00 潟東地域 ○ 274.8 円/人/回 (352.6) 53.2 105.7 人/日 (283.2) 3.5 人 /1 00 ㎡ / 日 (6.4) 41 .1 2

レクリエーション施設 (G) 潟東物産館 Ⅲ．地域 S45 ～ H15 66 42 H42 128.31 潟東地域 236.3 円/人/回 (340.7) 55.3 3.7 人/日 (372.5) - 40. 3 2

学校教育系施設 (H) 潟東南小学校 Ⅲ．地域 S45 ～ H23 70 100 H58 3,677.25 潟東地域 ○ ○ 97.1 万円/人/年 (76.4) 44.5 34.9 ㎡/人 (24.4) - 43.2 4

学校教育系施設 (H) 潟東東小学校 Ⅲ．地域 S58 ～ H8 62 100 H55 3,255.00 潟東地域 ○ ○ 100.4 万円/人/年 (76.4) 43.6 28.3 ㎡/人 (24.4) - 47.5 4

学校教育系施設 (H) 潟東西小学校 Ⅲ．地域 S43 ～ H15 87 100 H40 3,418.84 潟東地域 ○ ○ 178.7 万円/人/年 (76.4) 22.9 55.1 ㎡/人 (24.4) - 30.2 4

学校教育系施設 (I) 潟東中学校 Ⅲ．地域 S33 ～ H24 79 100 H50 6,835.86 潟東地域 ○ ○ 84.2 万円/人/年 (82.6) 49.5 30.5 ㎡/人 (27.6) - 48.2 4

子育て支援施設 ※ 潟東ひまわりクラブ Ⅲ．地域 H2 H42 120.82 潟東地域 ○ - - -

高齢者福祉施設 (O) 高齢者生きがいルーム寿楽 Ⅲ．地域 S56 ～ H5 100 100 H33 104.99 潟東地域 708.0 円/人/回 (774) 50.7 2.9 人/日 (60.4) 2.7 人 /1 00 ㎡ / 日 (13.8) 36. 4 2

保健施設 潟東健康センター Ⅲ．地域 1 H6  49 100 H66 708.00 潟東地域 - - -

庁舎系施設 (Q) 潟東出張所 Ⅲ．地域 S57 ～ H2 58 100 H54 2,375.51 潟東地域 10,989.2 円/人 (6664.5) 38.4 209.7 ㎡/人 (161.8) - 45. 0 4

教育系施設 (S) 潟東学校給食センター Ⅲ．地域 H14 ～ H15 27 100 H74 472.73 潟東地域 222.9 円/食 (182.8) 42.4 524.0 食数/日 (1,601.0) 1.108 食数/㎡/日 (1.502) 43.2 4

実績(平均)

コスト・利用情報

施設分類
使用面積

（㎡）

分析

領域

コスト 利用率・利用量

避難所
コミュニティ

協議会 実績(平均) 実績(平均)
用途地域

圏域

区分

複合

施設

施設基本情報 配置情報

危険区域

建築年

施設名 償却率

（％）
注 4 ）

耐震化

（％）
注 1 ）

建替え

想定
時期
注 5 ）

土砂 津波 洪水 偏差値 偏差値

高齢者福祉施設 老人デイサービスセンター潟東 Ⅱ．区域 1 H6  49 100 H66 624.57 潟東地域 - - -

実績(平均)

コスト・利用情報

施設分類
使用面積

（㎡）

分析

領域

コスト 利用率・利用量

避難所
コミュニティ

協議会
実績(平均) 実績(平均)

用途地域
圏域

区分

複合

施設

施設基本情報 配置情報

危険区域

建築年
施設名 償却率

（％）
注 4 ）

耐震化

（％）
注 1 ）

建替え

想定

時期
注 5 ）

※精査の結果、今後数値や図表などの記載事項が変更されることがあります。 

①
地域概況
推計人口
児童推計
施設課題

…等

②
施設配置図

③
施設一覧
類似施設

以下の３つの内容で５５地区別に作成

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

STEP３ 圏域Ⅲ施設の再編案検討②

再編案は、概ね中学校区を単位とした地域ごとに、原則として複数案作成

- 14 -



STEP２，３共通 再編方針の用語定義

４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

STEP４ 財産経営推進計画改定／ STEP５ 本格着手

STEP４ 新・財産経営推進計画

・総量削減の数値目標設定
・施設種類ごとの経営改善方策と施設再編案を踏まえた管理・運営費用と
将来更新費用の再算出

・STEP1～3の施設再編方針、再編案を盛り込む

R3年度改定予定

【 圏域Ⅰ,Ⅱ施設 】

長寿命化の時期や資産価値の高い設備の
入れ替えなどのタイミングで、再編案に基づき
再編に着手

【 圏域Ⅲ施設】

長寿命化など、施設に動きがある地域から、
再編案をたたき台に、地域ごとに丁寧な議論を
経て、地域別実行計画を策定。（年間で複数
の地域別実行計画を策定予定）
地域密着施設の再編を順次進める。

STEP５ 本格着手（再編の加速化）
R４年度以降
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４．財産経営推進計画の改定と公共施設再編の実施

今後のスケジュール

※スケジュール・内容は現段階の案であり、今後変更となる可能性があります。

令和3年度の予定
• 有識者会議での意見聴取後、財産経営推進本部会議を経て素案の確定
• パブリックコメントによる、市民意見の聴取
• 成案の策定及び公表

令和4年度

4月～
5月

6月 7月 8月
9月～
10月

11月 12月 1月 2月 3月 4月～

令和3年度令和2年度

7月～3月

第１回～第4回有識者会議

・財産経営推進の取組について

・計画改定の骨子や再編案作成へ

向けた基本的な考え方の骨子

・再編案作成の基本的な考え方

・再編案について

など

第7回会議

（予定）

改定案につ

いて

第6回会議

（予定）

・運営改善の

仕組みの導

入など計画

に盛り込む事

項について

第5回会議

（予定）

・総量削減

の数値目標

について

・コスト評価

について

成

案

公

表

STEP4

成案策定
7/6、9/7、12/21、3/17

意

見

へ

の

対

応

等

6/25 8/30 11月頃

・
素
案
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
実
施

・
議
会
報
告

財
産
経
営
推
進
本
部
会
議
開
催

【圏域Ⅰ・Ⅱ】

再編案に

基づく

再編着手

【圏域Ⅲ】

地域別実行

計画策定

【加速化】

＋

策定後の

再編着手

STEP5

本格着手
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